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景気動向指数は一致指数が弱含み
先行指数は株価上昇などを受けて持ち直し

概況：景気は緩やかに回復

景気 企業 外需

雇用
所得 家計 物価 企業物価はエネルギーを中心に騰勢鈍化

消費者物価は２％台に伸びが低下
失業率は２％台半ばと低位で推移
名目賃金は均してみれば堅調に推移

輸出は小幅反発も、弱い動き
輸入は減少

2

鉱工業生産は一進一退
サービス業の経済活動は回復

消費は緩やかに持ち直し
住宅着工は低水準

85

90

95

100

105

110

115

120

125

130

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

（資料）内閣府

（2020年＝100）

（年/月）

景気動向指数
（ＣＩ、一致指数）

景気動向指数
（ＣＩ、先行指数）

85

90

95

100

105

110

85

90

95

100

105

110

115

120

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

（資料）経済産業省

（2020年＝100）

（年/月）

（2019～2020年平均＝100）

第３次産業活動指数
（右目盛）

鉱工業生産指数
（左目盛）

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

（資料）日本銀行

（2020年＝100）

（年/月）

実質輸出

実質輸入

▲ 4

▲ 2

0

2

4

6

8

10

12

14

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

2015 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

（資料）総務省、厚生労働省

(注)現金給与総額の2016年以降は共通事業所ベース
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企業の景況感は総じて良好
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◆企業全体の景況感は改善

日銀短観９月調査によると、大企業・製造業の

業況判断ＤＩは前回調査対比+１％ポイント上

昇。米関税を巡る合意を受けて、過度に悲観的な

見方が後退し、生産用機械や電気機械を中心に

機械関連業種の景況感が改善。

大企業・非製造業は前回調査対比で横ばい。 

人手不足や物価高の影響により消費・物流関連の

景況感は小幅に悪化した一方、都市部の再開発

事業などの好調を背景に建設関連が全体を下支え。

◆製造業の生産活動は一進一退

８月の鉱工業生産指数は、前月比▲1.6%と低

下。パソコンなどを中心とした電気・情報通信機械

工業の減産が主因。

先行きの生産計画によると、９月の製造工業生

産予測指数（過去の予測誤差を基に算出した補

正値）は同＋2.3%と増加見込み。８月に大きく

減産した電気・情報通信機械工業や金属製品工

業で反動増を予想。

◆訪日外客数は堅調

８月の訪日外客数は2019年同月比＋36％とコ

ロナ禍前を上回る水準を維持。中国など東アジア諸

国からの訪日客数は６、７月に災害懸念の風評に

より落ち込んだものの、８月にはその影響が一服し、

持ち直し。 96
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（注）点線は、過去の修正パターンを基に経済産業省が算出した補正値
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財輸出は弱含むも、設備投資は堅調
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◆財輸出は米関税の影響が顕在化

財輸出は弱含み。国・地域別にみると、米国向け

の実質輸出が大幅に減少。７月末に妥結した日米

関税交渉を受けて、企業は関税コストを米国での販

売価格に転嫁し始めているとみられ、米国内の需要

が弱まりつつある可能性。

当面の財輸出も、年末にかけて世界景気が盛り

上がりに欠けるなか、弱い動きが続く見通し。来年に

は、各国の緩和的な財政・金融政策などにより世界

景気が持ち直し、わが国の輸出も底打ちすると予想。

◆設備投資意欲は旺盛

米関税の引き上げを受けて企業収益が弱含むな

かでも、設備投資は堅調。形態別にみると、ソフト

ウェア投資が引き続き高水準で推移しているほか、

既存設備の維持・更新を背景に機械投資や建設

投資も底堅く推移。

先行きの設備投資は、企業収益の減少などにより

伸び率は前年度から幾分鈍化するものの、底堅く推

移する見込み。日銀短観によると、2025年度の設

備投資計画（ソフトウェア含む、土地除く）は前年

度比＋11％と、例年対比で高い伸びを維持。人手

不足やＤＸ化といった中長期的な課題の解決に向

け、企業はソフトウェアなどの投資に引き続き積極的

な姿勢。加えて、老朽化などを背景とした構造的な

投資需要も投資全体を下支えする見込み。
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家計の所得環境は改善

◆高めの賃上げが続く見込み

８月の一般労働者の所定内給与（調査対象企

業の入れ替えにより生じたデータの断層を調整）は

前年比＋3.1％と高めの伸び。公表値は２％半ば

と弱含んでいるものの、実勢としては春闘で妥結され

た賃上げ率が適用されるなかで堅調に推移している

と評価。

今年度中は現在並みの賃上げ率が続くと見込ま

れるほか、来年度の賃上げ率も高めの水準を維持

すると予想。米関税政策の影響による企業収益の

悪化が賃上げの重石となるものの、人手不足と物価

高により賃上げ圧力は引き続き強く、企業は労働分

配率を引き上げて、従業員の待遇を改善する公算

大。

◆マインド改善も消費の追い風に

個人消費は緩やかに回復。第３次産業活動指

数の広義対個人サービスをみると、物価高などにより

財消費関連の小売業が弱含む一方、娯楽などの

サービス消費関連は回復基調を維持。

先行きの個人消費も増勢を維持すると予想。名

目賃金が堅調に推移する一方、物価の伸びが鈍化

することで、実質賃金は今秋以降緩やかな上昇に

転じる見込み。加えて、消費者マインドの改善も個

人消費の追い風に。インフレ率の低下を受けて、消

費者態度指数が上昇しているほか、資産価値を巡

るマインドが大きく改善。株価の上昇も消費の追い

風に。
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物価の伸びは鈍化へ

◆エネルギー価格がインフレ率を下押し

８月のコアCPI（生鮮食品を除く総合）は前年

比＋2.7％と、３ヵ月連続で伸びが鈍化。政府によ

る補助が再開された電気・ガス代を中心に、エネル

ギー価格の下落が全体を下押し。加えて、生鮮食

品を除く食料価格の伸びも約１年ぶりに低下。コメ

価格に加えて、加工食品や外食の価格の伸びも

ピークを迎えつつある状況。

先行きの物価の伸びは、来年初にかけて鈍化し、

その後は２％近傍で推移する見通し。農作物価格

の騰勢鈍化や輸入物価の減速を受けて、食料価

格の伸びが弱まるほか、エネルギー価格も低下へ。エ

ネルギー代抑制策の影響が攪乱要因となるものの、

原油などエネルギー市況の緩和が価格を下押し。

◆日銀は年明けに利上げへ

日銀は、９月の金融政策決定会合で、政策金

利の据え置きを決定。

10月の長期金利は上昇。自民党総裁選で高市

氏が勝利したことを受けて、日銀の早期利上げ観測

が後退した一方、財政悪化を懸念する見方が強

まったことが金利を押し上げ。

日銀は、来年度の賃上げ動向を見極めた後、

2026年１月に利上げを実施すると予想。長期金

利は、日銀の利上げ観測の高まりや財政支出の増

加などを映じて緩やかな上昇傾向をたどる見通し。た

だし、高市新総裁の政策や与野党の連立協議を

巡って、財政悪化や政局混乱が強く意識されれば、

長期金利が急騰するリスクも。
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トピックス①：自民党・高市新総裁の政策が物価に与える影響
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◆短期的には暫定税率廃止の影響大

自民党総裁選では高市氏が勝利。同氏は、他候

補と同様にガソリン・軽油の暫定税率の廃止を公約

に。これによるガソリンの価格下落で、コアCPIは前

年比▲0.2％ポイント低下する計算。

ただし、同政策には財源やＧＸの観点から課題も

多く、これらの点にも注意を払った制度設計が肝要。

◆基調的にはインフレ圧力が強まる可能性

暫定税率廃止の影響を除けば、以下２点の政策

から基調的なインフレ圧力が強まる可能性。第１に、

診療・介護報酬の引き上げ。診療・介護報酬は、こ

れまで社会保障財政や患者負担への配慮などから

インフレ下でも抑えられてきた経緯。高市新総裁は、

早急に診療・介護報酬を引き上げる意向を示して

おり、これがトレンドとして定着すると、基調的な物価

の押し上げに。

第２に、需要喚起を重視した政策スタンス。わが

国では、労働力をはじめ供給制約が強く、明らかな

需要不足とは言い難い状況。仮に供給力を大きく

上回る需要が喚起されれば、需給面からインフレ圧

力が強まる公算大。

こうした基調的な物価高を考慮すると、日銀は年

明けにも利上げを実施し、以降も利上げ路線を維

持すると予想。もっとも、高市新総裁は以前から利

上げに対して慎重姿勢を示しており、政府・日銀の

政策調整の過程で利上げが手控えられる可能性も。

金融政策の正常化が進まない場合、円安が進行し、

輸入インフレが再燃する可能性。

（資料）自民党HP、各種報道を基に日本総研作成

中長期的な課題

• 給付付き税額控除の制度
設計

• 成長投資の促進

財政・金融政策

• ともに責任を持つのは政府

• 需要主導のインフレを目指
し、日銀と対話する意向

当面の物価高対応

• ガソリン・軽油の暫定税率
の廃止

• 赤字の中小企業への支援
強化

• 診療・介護報酬の引き上
げ（引き上げの前倒し）

戦略的な財政出動により、投資を拡大

責任ある積極財政

高市新総裁が掲げる主な経済政策

▲ 1.2

▲ 0.8

▲ 0.4

0.0

0.4

0.8

1.2

2025 26 27

既往の補助が継続された場合

暫定税率が廃止された場合

（前年比寄与度、％ポイント）

（資料）総務省を基に日本総研作成
（注）2026年4月からガソリンの暫定税率が廃止され、同時にガソリンへの定

 額補助が終了した場合の影響を図示。灯油への補助は継続、電気・ガ

 スへの補助は2025年9月使用分で終了と仮定。

予想

（年/月）

エネルギー価格によるコアCPIの押し上げ

▲ 3

▲ 2

▲ 1

0

1

2

3

4

5

2022 23 24 25

総合 診療代 介護料
（前年比、％）

（資料）総務省を基に日本総研作成
（年/月）

消費者物価指数（診療・介護報酬関連）

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30▲ 6

▲ 4

▲ 2

0

2

4

6

2010 12 14 16 18 20 22 24

内閣府GDPギャップ（左目盛）

日銀需給ギャップ（左目盛）

短観加重平均DI（右逆目盛）

（％）

（資料）内閣府、日本銀行を基に日本総研作成
（注）短観加重平均DIは、生産・営業用設備判断DIと雇用人員判断DIを

 資本・労働分配率で加重平均して算出。

（年/期）

（％ポイント）

↑需要超過

需給ギャップ関連指標



日本

  (株)日本総合研究所 日本経済展望 2025年10月

トピックス②：トランプ関税、ボーナスには２段階の下押し影響
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◆トランプ関税で圧迫される企業収益

４～６月期の法人企業の営業利益は前期比

▲3.2％と減益。トランプ関税が製造業を中心に収

益の重石に。これにより、来年にかけて以下の２段

階でボーナスへの下押し影響が生じる見込み。

◆ボーナスに２段階で反映

第１段階は今年の冬。冬夏型（上半期までの業

績を踏まえた冬の交渉で、翌年夏までのボーナスを

決定）や各期型（半期ごとにボーナスを決定）の

企業で下押し圧力が顕在化する見込み。こうした企

業は中小企業に多く、中小企業のボーナスの伸びが

低下する可能性。もっとも、①輸出企業の少ない中

小企業への減益圧力は相対的に小さい、②夏冬

型（前年度の業績を踏まえた夏の交渉で、冬まで

のボーナスを決定）の多い大企業では、今夏と同等

の高い伸びが続くことから、ボーナス全体の大幅減に

は至らない見込み。

第２段階は来年の夏。夏冬型の企業でボーナス

の減額が始まる見込み。大企業のボーナスは前年の

企業収益の増減を強く反映する傾向。今後も大企

業の営業利益が４～６月期並みに下押しされれば、

主要企業の来年のボーナスは全産業で前年比

▲0.8％、製造業で同▲4.1％の減額となる計算。

ボーナスのような一時的な所得の増減が個人消費

に与える影響は限定的。そのため、人手不足や物

価高を背景に所定内給与（基本給）が増勢を維

持することで、来年度以降も個人消費は緩やかに

増加する公算大。ただし、ボーナスの減額が将来不

安を高めることで消費減につながるリスクには要注意。

80

90

100

110

120

130

140

150

160

2022 23 24 25

製造業 非製造業

（資料）財務省を基に日本総研作成
（注）全規模。

（年/期）

（2022年=100）

営業利益（季節調整値）

2024

4～9月 10～3月 4～9月 10～3月

↑ ↓ ↓ ↑ ↑

夏冬型 ↑

冬夏型 ↑

各期型 ↑ ↑ ↓ ↓ ↑

全体観 減速 落ち込み 底打ち

↑

↑ ↓

↓

高めの伸び

賞

与

収益

2025年度 2026年度

企業収益とボーナスの見通し

（資料）日本総研作成
（注）収益は、2025年度に関税で下押し、26年度に世界経済の回復とともに

 持ち直すと想定。それに伴うボーナスの変動予測を図示。

夏冬型

冬夏型・各期型

など

賃上げ交渉

なし

労働組合なし

0

20

40

60

80

100

常用雇用者

1,000人以上

常用雇用者

100～1,000人

（％）

今夏・今冬から
下振れリスク

(不透明感強)

今冬以降
下振れ

来夏以降
下振れ

（資料）厚生労働省を基に日本総研作成
（注）2024年に常用雇用者100人以上の企業を対象に調査。

労働組合の有無とボーナスの決め方
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▲ 40

▲ 20
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▲ 5
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15

20

2005 10 15 20 25

夏季一時金（左目盛）

年末一時金（左目盛）

営業利益（右目盛、１年ラグ）

（％） （％）

（資料）厚生労働省、財務省を基に日本総研作成
（注）一時金は、資本金10億円以上かつ従業員1,000人以上の労働組合

 がある企業の加重平均で、前年と比較できる同一企業のみの前年比。

 営業利益は資本金10億円以上の法人企業が対象。

（年度）

大企業のボーナスと営業利益（前年比）



日本

  (株)日本総合研究所 日本経済展望 2025年10月

発動中
今後の発動を

織り込み

国別
日本（15％）

中国（30％）　など
なし

品目別

(日本)

自動車（12.5％）

鉄鋼・アルミ・銅（50％）

半導体（25％）

医薬品（15％）

(四半期は前期比年率、％、％ポイント)

2025年 2027年

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

（実績） （実績）

 実質ＧＤＰ 0.3 2.2 ▲ 0.8 0.3 0.8 1.0 1.0 1.0 1.0 0.7 0.8 0.7 

 個人消費 0.1 1.6 0.3 0.6 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 0.7 0.8 0.7 

 住宅投資 5.1 2.0 ▲ 7.5 0.2 0.1 0.0 0.0 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.4 0.1 ▲ 0.4 

 設備投資 2.9 2.6 ▲ 0.9 0.5 0.8 1.3 1.5 1.7 1.7 2.1 1.4 1.1 

 在庫投資 (寄与度) (    2.5) (▲ 0.1) (    0.0) (    0.0) (    0.0) (▲ 0.0) (▲ 0.0) (▲ 0.0) (▲ 0.0) (    0.1) (    0.3) (▲ 0.0)

 政府消費 ▲ 2.0 0.1 0.8 1.0 1.1 1.4 1.5 1.5 1.5 1.3 0.1 1.3 

 公共投資 0.9 ▲ 2.2 1.6 1.4 1.0 1.3 1.7 1.8 1.5 0.8 ▲ 0.1 1.5 

 純輸出 (寄与度) (▲ 3.1) (    1.2) (▲ 0.9) (▲ 0.5) (▲ 0.1) (▲ 0.1) (▲ 0.1) (▲ 0.1) (▲ 0.0) (▲ 0.4) (▲ 0.2) (▲ 0.2)

 輸出 ▲ 1.2 8.0 ▲ 3.1 ▲ 1.0 0.8 0.8 0.9 0.9 1.2 1.7 2.3 0.4 

 輸入 12.0 2.5 1.0 1.0 1.2 1.2 1.3 1.3 1.3 3.4 2.9 1.2 

 名目ＧＤＰ 5.1 4.7 3.9 3.0 2.9 2.4 3.0 3.2 3.4 3.7 3.6 3.0 

 ＧＤＰデフレーター 3.3 3.0 3.0 2.7 2.2 2.1 2.2 2.3 2.3 2.9 2.7 2.2 

 消費者物価指数 (除く生鮮) 3.1 3.5 2.9 2.5 1.8 1.3 1.4 1.8 1.9 2.7 2.7 1.6 

(除く生鮮、エネルギー) 2.7 3.2 3.3 2.8 2.4 2.1 2.1 2.3 2.3 2.3 2.9 2.2 

 鉱工業生産 ▲ 0.3 0.3 ▲ 0.3 0.3 ▲ 0.4 0.4 0.6 1.4 0.8 ▲ 1.4 0.1 0.8 

 完全失業率 (％) 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 2.5 2.5 2.4 

 経常収支 (兆円) 7.6 7.0 7.4 5.7 7.0 7.0 7.9 6.2 7.3 30.4 27.2 28.5 

 対名目GDP比 (％) 4.8 4.5 4.8 3.4 4.4 4.4 5.0 3.6 4.4 4.9 4.3 4.3 

 円ドル相場 (円/ﾄﾞﾙ) 153 145 147 145 143 141 140 140 141 153 145 141

 原油輸入価格 (ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ) 79 75 72 69 64 64 63 62 62 83 70 63

2024年度 2025年度 2026年度

  （予測）  （予測）

2026年

(前年比､％) (前年比､％)

2024年 2025年 2026年 2024年度 2025年度 2026年度

（実績） （予測） （実績） （予測）

 米国 2.8 1.8 1.5 7月号 0.8 0.2 0.7 

 ユーロ圏 0.9 1.2 1.0 8月号 0.8 0.6 0.7 

 中国 5.0 4.8 4.4 9月号 0.7 0.8 0.7 

内需主導で回復基調を維持へ

9

わが国主要経済指標の予測値（2025年10月10日時点）

海外経済の前提 過去の実質GDP予測値

（資料）内閣府、総務省、経済産業省、財務省などを基に日本総研作成

◆外需は一時減速も、内需が景気を下支え

先行きのわが国景気も回復基調を維持する見通

し。個人消費の回復が景気を下支え。今年度の春

闘の妥結結果を反映した賃上げが続く一方、エネル

ギーや食料を中心にインフレ率は来年初にかけて低

下へ。これにより実質賃金は今秋に上昇に転じ、来

年度も高率の賃上げが行われることで、プラス圏を

維持すると予想。米関税政策により企業収益は減

少するものの、人手不足感が強まるなか、企業は労

働分配率を引き上げ、賃上げを続ける見込み。

設備投資も増勢を維持する見通し。企業収益の

悪化が重石となるも、人手不足やＤＸ化といった中

長期的な課題の解決に向けて、ソフトウェアを中心

に企業の積極的な投資姿勢は崩れず。

外需は当面減速するも、底打ちに転じる見通し。

年内にも米国を含む多くの国で緩和的な財政・金

融政策が発動される見込み。これを受けて、来年入

り後の世界景気は持ち直し、わが国の輸出を押し上

げると予想。

◆下振れリスク大

2025年度の実質GDP成長率は＋0.8％、26年

度は＋0.7％と底堅い成長を維持する予想。もっと

も、内外需ともに下振れリスクは大。内需のリスクとし

て、①食料インフレの長期化による個人消費の腰折

れ、②企業収益の減少を受けた設備投資や賃金の

下振れ。外需のリスクとして、対米貿易黒字の残存

や対米投資の未達などを受けた米国による追加関

税。

米関税の前提



自民党・高市新総裁の経済政策は基調的な物価上昇圧力に ― 診療・介護報酬の引き上
げや需要喚起策が背景 ―

藤本一輝 10月8日

次期政権が進めるガソリン減税の問題点と求められる取り組み ― ガソリン価格抑制だけでなく、
燃費向上を通じた負担軽減が重要 ―

栂野裕貴 10月3日

減少するわが国の平均労働時間 ―労働生産性の向上や規制の見直しが課題 ― 小方尚子 9月11日

東京に迫る「ジェントリフィケーション」問題―住宅価格の高騰が招く社会の分断、供給対策が
急務―

西岡慎一 9月9日

トランプ関税のボーナス下押し影響は２段階で顕在化 ― 今冬は中小企業、来夏から多くの
主要企業で減速 ―

藤本一輝 9月4日

住宅着工戸数、法改正が回復の重石に ― 審査対象の拡大とコスト増が下押し圧力 ― 堤貴裕 8月6日

インバウンド消費はモノ消費からコト消費へ ― 訪日リピーターが体験型消費に意欲的、円高推
移が重石となるインバウンド消費を下支え ―

古宮大夢 8月1日

日本経済見通し（2025～26年度）
国内経済
グループ

7月31日

東京と地方で広がる生産性格差 ―「集積の経済」で高度化する東京、最低賃金に影響も―
村瀬拓人
西岡慎一

7月29日

公表済みのレポート（日本経済関連）
詳細は、以下のリンクからPDF形式でご覧いただけます。

https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16159.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16159.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16148.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16148.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchfocus/pdf/16102.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchfocus/pdf/16091.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchfocus/pdf/16091.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16082.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16082.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16031.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16017.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/research/pdf/16017.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/jrireview/pdf/16005.pdf
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchfocus/pdf/16001.pdf
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日本総合研究所主催 シンポジウムのご案内

本年1月に発足した第２次トランプ政権は、米国第一主義のもと、戦後80年間で構築された自由貿易体制などの国際秩
序を否定するような政策を打ち出し、米国だけでなく世界全体に大きな衝撃を与えています。こうした米国の変貌は一過性
のものではなく、歴史的な転換とみられるなか、わが国も、この激動の時代を生き残らなくてはなりません。そのために、同
盟国である米国の進路の方向性を理解した上で友好関係を維持すると同時に、台頭するグローバルサウスなど世界各国
との関係強化を進める戦略立案が求められます。本シンポジウムでは、識者３名をお招きして、新たな国際秩序の方向性
のほか、米国の構造転換に対応した国家戦略や企業経営の在り方について議論を深めてまいります。

トランプ2.0の米国とどう向き合うか

池田 祐久 氏
A＆O シャーマン法律事務所
東京オフィス代表

中林 美恵子 氏
早稲田大学教授／
公益財団法人東京財団理事長

渡辺靖氏
慶應義塾大学
環境情報学部教授

福田 直之
調査部主任研究員

野木森 稔
調査部上席主任研究員

石川 智久
調査部長

場 所 経団連会館 国際会議場
（〒100 - 0004 東京都千代田区大手町1丁目3 - 2）

参加費 無料

申込み 下記URL・QRコードよりお申込み下さい。

https://www.jri.co.jp/seminar/251212_680/detail/
応募者多数の場合、抽選になります。詳細は申込ページをご確認ください。

■お問い合わせ 株式会社日本総合研究所 調査部シンポジウム事務局
E-mail：100800-sympo_recep@ml.jri.co.jp

2025年12月12日［金］

15:00－17:30（開場14:30）

https://www.jri.co.jp/seminar/251212_680/detail/
mailto:100-800-sympo_recep@mal.jri.co.jp
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